
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現委員用（任期：R2.4.29～R6.4.28） 
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上越市ＰＲマスコット 

※本手引きは、平成 27 年 12 月に初版を作成し、必要に応じて内容の見直し、修正を行ってき

ました。この度、地域自治区制度の目的や現在の地域協議会制度の運用を踏まえた内容の見

直しのほか、より市民の皆さんからご理解いただけるよう分かりやすい表現への見直しを行

いました。 
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はじめに 

 

 上越市では、平成 17 年の市町村合併を機に、それぞれの地域の特性をいかしたま

ちづくりを実現するため、旧町村の範囲を単位とした地域自治区を設置しました。各

地域の声を集約し、その声を市民の皆さんの手によるまちづくり活動につなげていく

仕組みを整えました。 

 また、平成 20 年には上越市自治基本条例を制定し、この仕組みを普遍的な制度と

して位置付け、平成 21 年に合併前の上越市にも地域自治区を設置することで市内全

域に等しくまちづくりを進めるための仕組みを整えました。 

 本手引きは、市民の皆さんや各地域自治区に設ける地域協議会の委員の皆さんから、

地域自治区制度や地域協議会の役割をご理解いただくとともに、委員としてご活躍い

ただくために作成しました。あわせて、地域活動に取り組まれている団体や地域活動

に関心のある皆さんからもご一読いただき、地域協議会へのご理解や地域協議会との

連携や協力の関係を築いていただくためにお役立ていただければ幸いです。 
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図 1：市内に設置している地域自治区 
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１ 地域自治区制度 

（１）地域自治区制度とは 
～自主自立のまちを実現していくための仕組み～ 

地域自治区制度は、「自主自立のまち1」の実現を目指して、市内のそれぞれの地

域において、住民の皆さん同士、あるいは住民の皆さんと行政の連携・協力関係を

築き、まちづくり活動を活発にしていくため、また多様な地域特性や住民の皆さん

の意思をより一層市政に反映していくための仕組みです。また、地域自治区には、

地域の課題や地域の活性化などについて、より良い解決策を導き出すために話し合

い、話し合いの結果をもとに、地域団体等との連携・調整を行うほか、市長に意見

として伝えること等を行う地域協議会と、地域協議会の事務や地域でのまちづくり

活動を支援していく事務所を設けることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

             
1  受け身であったり一方的に頼ったりするのではなく、市民が自主的に支え合い、まちや地域として自立して

いける姿のこと。人、地域経済、行政がそれぞれ自立して、それぞれの役割をしっかり担い、協働していくこ

とが何よりも大切になります。 

市

長

地域自治区

地域協議会

選 任

諮 問

答申・意見

地
域
住
民

地域協議会委員
・地域住民から選出

参加

意見集約

地域自治区の
事務所

まちづくりをサポート

連携

連 携
事務を分掌

連携・調整

検討した結果の

公表・説明

 図 2：地域自治区のイメージ 
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（２）地域自治区制度のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域自治区の事務所 

 地域自治区の事務所として、平成 17年に設置した 13の地域自治区には、各区に「総

合事務所」を設置しています。また、平成 21年に設置した 15の地域自治区では、複

数の地域自治区を担当する「まちづくりセンター」を 3か所に設置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総合事務所の業務内容 

総合事務所では、地域協議会に関する事

務のほか、戸籍謄本や抄本、住民票の写し

の交付、要介護認定の申請受付など、担当

する区内の行政サービスに関する事務も行

っています。 

○総合事務所を置く施設 

旧町村の役場であった施設を活用し、区

内の皆さんの地域活動に利用していただけ

る「コミュニティプラザ」を設置し、ここ

に総合事務所を置くなどの取り組みを通じ

て、住民と行政との協働による地域づくり

を進めやすい環境を整えています。 

 

 

○まちづくりセンターの業務内容 

まちづくりセンターは、それぞれ４〜６

の区を担当し、職員が必要に応じて地域に

出向きながら地域協議会に関する事務や地

域コミュニティ活動への支援を行っていま

す。 

○地域協議会の開催場所 

各区の地域協議会の会議は、それぞれの

区の中にある公共施設で開催しています。 

総合事務所 

 

まちづくりセンター 

 

市の全域に２８の「区域」を設置 
より多くの市民の皆さんから今より

も更に「身近な地域」に関心を高めて

いただくための仕組みとして、市の全

域に地域自治区を設置しました。 

各区に地域協議会を設置 
地域協議会は、身近な地域の課題など

について、住民の皆さん自らがその解決

方法や解決に向けた取組方法等を話し

合い、話し合いの結果に応じて、地域団

体等との連携・調整を行うほか、市長に

意見として伝えていく機関です。 

各区を担当する事務所を設置 
地域自治区の事務所は、地域協議会の

運営に関する事務を行うほか、それぞれ

の地域における住民の皆さんのまちづ

くりをサポートしています。 

 

市民ニーズや地域の実情に合った

市政を進められるように 

 

身近な地域に関する情報を共有し

やすくなるように 

 

身近な地域に関心を高め、愛着を

持てるように 
 

 

地域で活躍している多様な担い手
が連携しやすくなるように 
 

 

身近な地域を軸に多様な観点から
まちづくりを進められるように 
 

 

様々な立場や考えの人たちが、身近

な地域について話し合えるように 
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２ 地域協議会 

（１）地域協議会とは 

各区に設置する地域協議会は、“自主自立のまちづくり”を推進するため、様々な

立場の住民の皆さん同士が、地域住民としての観点から地域の課題や地域の活性化な

どについて、話し合い、話し合いの結果を地域に説明したり、話し合った内容を地域

団体等との連携・調整により取り組んだりするとともに、市長に意見として伝えるこ

と等を行う機関です。 

（２）地域協議会の役割など 

○どんなことを話し合うの？ 

地域協議会では、住民の皆さんが日常生活

の中で改善が必要と感じているテーマについ

て自主的に話し合うほか、市長から意見を求

められた案件（諮問）について話し合います。 

○なぜ市長は地域協議会に意見を聴

くの？ 

例えば、市が集会施設の設置等を行う場合

に、その区内の住民の生活に及ぼす影響2につ

いて、あらかじめその区の地域協議会の意見

を聴き、その後の政策判断に参考とするため

に行うものです。 

○話し合ったことはどうなるの？ 

地域協議会は、市長が地域の声を聴くため

に設置した機関（市長等の附属機関）であり、

市長はその意見を尊重することを基本とし

ています。ただし、意見の内容や市の財政状

況などから、市政に反映できない場合もあり

ます。 

○話し合いの内容を知りたいときは？ 

地域協議会の開催予定は事前に公表しており、会議はどなたでも傍聴できます。 

また、地域協議会で話し合っていることや活動の様子は、各区で回覧・配布する「地

域協議会だより」でお知らせするとともに、市のホームページにて会議録や「地域協

議会だより」を掲載・公表しています。 

             
2 その区内の住民の生活に及ぼす影響とは、例えば、施設が設置されることに伴う交通量の増による騒音の問題

など生活環境に支障を来すようなマイナスの影響や、にぎわいの創出などのプラスの影響などをいいます。 

 
市長から意見を

求められた案件

自主的に話し合う

必要があると判断

した案件

諮問事項自主的審議事項

例）市の集会施設

などの設置や廃

止、使用料・利

用時間の変更な

ど

例）高齢化が進ん

でいる集落の対

策、子どもの成

長の観点からの

学校や保育園の

統廃合など

答 申意 見 書

※地域協議会で話し合った意見で、意見書や

答申として市長に提出された案件について

は、おおむね１か月後に地域協議会に市の考

え方や対応方針等を文書で回答します。 

図 3：地域協議会の話し合い等の流れ 



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域協議会の委員 

○委員の定数は？ 

令和 2 年 4 月 29 日から任期となる委員は 382 人で、地域協議会ごとの定数は 6

ページの表 1のとおりです。委員改選の都度、地域自治区の人口に応じて定数を見

直しています。 

○どんな人が委員になれるの？ 

地域協議会の委員になれる人（委員資格者）は、議員、常勤の公務員などを除き

その区の中に住所がある 25 歳以上の人（市議会議員の候補者となることができる

人3）です。 

○委員の報酬や研修は？ 

住民の皆さんの自発的・主体的な参加が期待されていますので、無報酬4としてい

ます。なお、交通費相当額として、会議 1回につき 1,200円をお支払いします。 

委員の研修は、全委員を対象にした研修会のほか、各地域協議会が自主的に現地

視察や勉強会などを行っています。 

○委員の任期や職の位置付けは？ 

任期は 4年で、再任は妨げません。また、職の位置付けは、上越市の非常勤特別

職となります。 

             
3 市議会議員の候補者となるには、公務員の立候補制限がありますが、地域協議会委員は公務員でも臨時又は非

常勤の職員であれば一部を除き委員になることができます。 

4 平成 15 年 11 月の第 27 次地方制度調査会の答申において、「地域協議会は、住民の主体的な参加を期待する

ものであることから、その構成員は、原則として無報酬とする。」とされたことを踏まえ、地方自治法第 202 条

の 5第 5 項に、「地域協議会の構成員には報酬を支給しないこととすることができる。」と規定されています。

また、国会においても、「原則として無報酬とするよう周知すること。」との附帯決議がなされたことを踏まえ、

上越市では、地域協議会は住民の主体的な参加を求めるものであり、住民として担う自主的な活動の一環であ

るという考え方に基づき、委員には報酬をお支払いしていません。 

地域協議会の会議の様子 

会議はいつやっているの？ 

地域協議会ごとに委員同士で相談して決めて

いて、月に 1 回ぐらいの地域協議会が多いか

な。開催する時間についても昼間や夕方など、

地域の実情にあわせて決めているよ。 
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○委員に特別な知識や経験は必要なの？ 

地域協議会は、地域のことをみんなで考え、話し合う場です。特別な知識や経験

は必要ありませんが、次のような姿勢で活動してほしいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1：各地域協議会の委員定数（令和 2年 4月 29日から 4年間の委員定数） 

地域自治区 委員の定数 地域自治区 委員の定数 地域自治区 委員の定数 

高田区 20 人 有田区 18 人 大潟区 14 人 

新道区 14 人 八千浦区 12 人 頸城区 14 人 

金谷区 16 人 保倉区 12 人 吉川区 12 人 

春日区 20 人 北諏訪区 12 人 中郷区 12 人 

諏訪区 12 人 谷浜・桑取区 12 人 板倉区 14 人 

津有区 12 人 安塚区 12 人 清里区 12 人 

三郷区 12 人 浦川原区 12 人 三和区 14 人 

和田区 14 人 大島区 12 人 名立区 12 人 

高士区 12 人 牧区 12 人 
合計 382人 

直江津区 18 人 柿崎区 14 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ◆ 地域のことを考え、地域のために頑張る 

地域全体の人が幸せになるためには、どういう結論を出したらよいか考え、地域で活動

していこうとする姿勢 

○ ◆ 建設的にものごとを考える 

相手の言っていることをよく聴き、その背景や理由に想いを寄せながら建設的に話が進

むように発言しようとする姿勢 

○ ◆ 住民目線でものを考える 

専門的知識を持たなくても、地域住民の目線でものを考えようとする姿勢 

地域協議会委員にはどん

な人がなれるのかな？ 地域を良くしたいと思う人なら

だれでもなれるよ。 

詳しくは 5 ページを見てね。 
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（４）地域協議会委員選任の流れ 

○委員を選ぶ手続きは？ 

委員を選ぶ際には、最初に公募します。応募者数が定数を超えた時は、公職選挙

法に準じた選任投票を行い、その結果を尊重して市長が委員を選任します。 

一方、定数よりも、応募者数が少なかった場合は、まずは応募者から委員を選任

し、定数に達するまで、市長が年代や性別、応募者との地域的なバランスなど委員

の構成に配慮して委員資格者の中から選任します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2：これまでの公募の状況 

 
 
 
 
 
 
 

公募時期 応募者/委員定数 充足率 

平成 17年 1 月（13 区） 189人/192人 98.4％ 

平成 20年 3 月（13 区） 145人/192人 75.5％ 

平成 21年 9 月（15 区） 128人/224人 57.1％ 

平成 24年 3 月（28 区） 305人/416人 73.3％ 

平成 28年 3 月（28 区） 319人/390人 81.8％ 

令和 2年 3 月（28区） 321人/382人 84.0％ 

図 4：地域協議会委員選任の流れ 

 
委員を公募 

定数を超過した場合 

選任投票 

定数に満たない場合 投票結果を尊重し 
市長が選任 

応募者から選任 

定数以下の場合 

委員資格者から 
市長が選任 
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３ 地域協議会の役割 

 

地域協議会には、地域住民としての観点から地域の課題や地域の活性化などについ

て、話し合い、話し合いの結果を地域に説明したり、話し合った内容を地域団体等と

の連携・調整により取り組んだりするとともに、市長に意見として伝えること等を行

う役割（2ページ参照）があります。 

また、区内にある集会施設を始めとした公の施設の設置や廃止、管理の在り方など

について、市長から意見を聴かれた事項（諮問）について話し合い、その結論を市長

に返す（答申）役割もあわせて持っています。 

その役割を果たすため、主に「自主的審議」「地域を元気にするために必要な提案

事業（令和 4 年度で終了）」「地域活動支援事業（令和 4 年度で終了）」「諮問・答申」

を活用していくことになります。 

（１）自主的審議 

○自主的審議とは 

地域協議会は、地域住民としての観点から地域の課題や地域の活性化などについて

話し合います。このため、自主的な判断で区内の課題等について話し合うこととなり

ます。自主的審議事項として話し合った結果については、その内容に応じて、区内で

活動している団体に協力・連携を求めるほか、市長に意見書を提出し、市政での実現

を求めていくことができます。 

なお、地域協議会は、地域住民の意見を市政に反映するための仕組みであることか

ら、区内に住む住民としての観点からの議論となり、市長に提出される意見書につい

ても、当該区との関わりを基にした内容でなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで自主的審議でどん

な意見が出されたのかな？ 

雪をいかした地域づくりや地区外

からの移住促進に向けた話し合い

などがあったよ。 

小学校や保育園の統合を進めてほ

しいという意見書もあったよ。 
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表 3：地域協議会で話し合われたテーマの例 

テーマ 主な内容 

区の魅力発見・発信について 交流人口の拡大や区内の住民が地域に愛着や誇りを持てるように

するために、区の魅力ある地域資源を発信する方法を検討する。 

地域活動における人員不足に

ついて 

人口減少や高齢化により、各地域において、活動に携わる人員確保

が困難となっているため、今後も地域を守り育むための活動が継続

できるよう方策を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域との意見交換などを通じた地域課題への気付き

地域で活動する団体との意見交換

町内会長との意見交換

地域住民との意見交換

地域協議会委員が把握した情報

地域住民からの情報

市からの情報

委員からの提案

・地域協議会として自主的審議のテーマとして話し合うかどうかを相談

・地域の関係者や市の担当課からの情報収集

・必要に応じた地域との意見交換

・課題の解決策の協議

② 地域協議会での協議

③ 自主的審議の開始

地域を元気にするために

必要な提案事業の活用

地域活動支援事業の活用

地域内での解決に向けた活動

意見書の提出

(例)

地域の中で対応するこ

とが望ましいもの

(例)

地域の中で対応する

ことが望ましいが、

市の補助を活用する

ことが望ましいもの

(例)

地域の中だけでは対

応が難しく、市の関

わりも求める必要が

あるもの

(例)

地域の中だけでは対

応が難しく、市の制

度や事業の創設や変

更などが必要なもの

話し合うこととした場合

図 5：自主的審議の流れ 

※令和 4 年度で終了 

※令和 4 年度で終了 
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（２）地域活動支援事業 ※令和 4年度で終了 

○地域活動支援事業とは 

地域活動支援事業は、地域の課題解決や活力向上に向け、住民の自発的・主体的な

活動を推進するために、各地域自治区にあらかじめ配分された予算の範囲内5で、事業

に必要な経費を実施団体に補助する制度です。 

対象となる団体は、5 人以上で構成し、市内で活動する法人6又は団体で、「身近な

地域での課題の解決や活力の向上」のために行う事業であれば、種類や分野は問わず

対象7となります。 

多くの市民の皆さんが、この制度を活用することにより、自らの発意を行動に移し

ていくことで、「市民主体のまちづくり」がさらに進展することが期待されていま

す。 

 

○どんな事業が実施されてきたの？ 

これまで規模の大小を問わずさまざまな事業が行われ、市民の皆さんが地域で活動

するきっかけとなっているほか、地域の伝統的な行事の継続的な実施・開催に貢献し

てきました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

             
5 平成 26年度からは、総額 1億 8千万円を均等割 7、人口割 3の割合で配分しています。 

6 政治や宗教活動を目的とする法人等及び営利法人を除きます。 
7 政治・宗教活動を目的とする事業、公序良俗に反する事業など、一部の事業は対象外となります。 
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○地域活動支援事業における地域協議会の役割 

地域協議会は、全市的に共通する基本的な事項を除き、各地域協議会で事業採択の

考え方や審査方法を決定し、提案された事業の審査を行います。 

■採択方針 

 地域協議会は、事業の募集に先立ち、地域の課題に応じて、どのような解決策（事

業）を実現すべきかを明らかにするため、地域の目指すべき姿、地域で問題となって

いることなどを話し合い採択方針としてまとめます。採択方針は、地域の将来像や、

優先的に採択する事業のほか、必要に応じて補助率や、補助金額の上限・下限、審査

の配点などを含めて決定し、公表します。 

■提案事業の審査 

地域協議会は、提案された事業について、採択方針に基づき審査します。審査に当

たっては、書類審査だけではなく、提案者のヒアリングやプレゼンテーションを導入

している場合もあるなど、各地域協議会で様々な工夫をしています。 

市は、地域協議会の審査結果を踏まえ採択事業を決定します。 
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図 6：地域活動支援事業の流れ 

 

①

各
区
の
採
択
方
針
を
決
定

②

事
業
の
募
集

（
市
広
報
・
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・
た
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り
）

③

事
業
提
案
書
の
受
付

④

地
域
協
議
会
の
審
査

⑤

採
択
事
業
の
決
定
・
公
表

⑥

補
助
金
の
交
付
決
定
・
事
業
の
実
施

⑦

実
績
報
告

⑧

実
施
結
果
の
公
表
・

成
果
報
告
会
の
開
催

地域の課題や地域の目指すべき姿を
話し合い、それぞれの思いを「採択
方針」として取りまとめます。

「採択方針」と共通審査基準（①公益性、

②必要性、③実現性、④参加性、⑤発展

性）に基づき、各地域協議会が審査します。

地域協議会の審査結果を踏
まえ、市長が決定します。

補助率や補助金の上限・下限の設定のほか、
プレゼンテーションの実施の有無など審査
方法を含め、各地域協議会が定めています。
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（３）地域を元気にするために必要な提案事業  

○地域を元気にするために必要な提案事業とは 

地域自治区制度の本来の力を発揮するためには、地域協議会による自主的審議の

取組をさらに進めていくことが重要です。そのためには、地域協議会が地域の住民

の皆さんや活動団体等と積極的に意見交換を行い、地域の課題を主体的に把握し、

情報共有を図っていくことが大切です。 

「地域を元気にするために必要な提案事業」は、これら意見交換と情報共有を通

じて把握した課題の解決に向けて、地域の主体的な取組を実現するため、市に必要

な対応を求めることができる制度です。 

市も、その検討の過程に関わりながら、解決策の実現性を高めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑤ 地域と市の取組

① 自主的審議

・課題解決策の具体化に向けて協議（必要に応じて関係団体等との意見交換等）

・事業の実現化に向けた市の関連部署との協議及び連携
・事業主体の選定（選定に向けた検討体制の整備も必要に応じて実施）
・事業主体等との連絡調整 単なる市に対する要望ではないた

め、地域としても何ができるかを

十分に検討する必要がある。

② 地域を元気にするために必要な提案事業の協議開始

具体的事業の提案

③ 事業提案書による市への提案

市：事業提案書受領
・方針決定、具体的対応（予算化等）

市
・市として
取り組む事
業の実施

地域
・主体的な
取組の実施

④ 市から対応結果の報告

地域への働きかけ

連携

⑥ 提案事業の実施内容の検証

実施内容の把握

図 7：地域を元気にするために必要な提案事業の流れ 

 

◎ポイント 
「意見書」の提出とは、次の点が異なります。 

 ・地域住民や各種団体等の皆さんとの意見交換を通じて把握した課題への対

応であること。 

 ・地域の皆さんが主体的に取り組む事業であること。 

 ・市が検討の段階から、事業や取組の実現に向けて協議に加わること。 

※令和 4年度で終了 
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諮問を行うこ

とに際しての

方針決定

諮 問

市長
（担当部署）

地域協議会

答申の内容を

踏まえた

方針決定

報 告

審議・答申

（４）諮問・答申 

○諮問・答申とは 

諮問とは、地域協議会に対して、市長が政策判断の参考とするため、特定の案件に

ついて「区内の住民の生活に及ぼす影響」の観点から意見を求めるものです。 

具体的には、区内の重要な公の施設（集会施設など）の設置・廃止・管理の在り方

に関することを決定・変更しようとする場合などに、地域協議会に市長が諮問します。 

 地域協議会は、諮問された事項を話し合い、その結果を市長に対して答申という形

で返します。また、話し合いの中で必要と判断した場合は、答申に関連する事項とし

て意見を付け加える（附帯意見）ことができます。なお、その内容は、地域住民の生

活に及ぼす影響の観点を踏まえたものとする必要があります。 

 答申に当たっては、地域協議会は「地域住民の生活に支障なし」または「地域住民

の生活に支障あり」の判断をします。地域協議会としての意見がまとまらない場合に

あっては「意見の集約ができないため、答申することはできない」といった意見を市

に返すことになります。 

地域協議会の答申については、市長により尊重されますが、答申の内容によっては

法令による規則や全市的な行政改革の取組状況、財政状況、住民の合意形成の状況な

どを踏まえ、地域協議会の意見と異なる取扱いをする場合もあります。なお、そのよ

うな場合にあっては、市長は地域協議会にその理由を説明することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8：諮問・答申の流れ 
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○どのような基準で諮問が行われるの？ 

条例の規定に基づき、当該区の住民の生活に及ぼす影響の観点から意見を聴くため、

諮問します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、運用上、次の事項については、諮問しない取扱いとしています。 

・市道の認定と廃止 
・統一基準に基づく公の施設の使用料の定期的な見直しや設定 

・公の施設への指定管理者制度の導入及び廃止、指定管理者の更新 
・地域自治区内の特定の地域の利用に特化した公の施設の廃止、管理の在り方の 
変更 

 

○諮問・答申のポイント 

■ 諮問は「住民の生活に及ぼす影響」について意見を聴くものです。 

  諮問は、例えば公の施設の設置や廃止で言えば、単純な是非や良し悪しを聴

くものではなく、その施設を設置や廃止することで、その地域自治区の住民の
生活にどのような影響があるか、という観点で意見を聴きますので、諮問に対
する答申も、それを踏まえた意見が含まれている必要があります。 

■ 全市域に関わる事案であっても、全ての区に一律に諮問することは行いません。 

  全市民の利用が想定される大規模な公の施設を設置するときなど、全市域に

関わる事案が発生したときは、全ての地域協議会に諮問するのではなく、あく
までも条例に基づき当該施設の設置区にのみ諮問します。これは、全市的な観
点から審議するのは市議会であり、地域協議会は地域自治区から選任された委
員が、その区に関わる事案を話し合う役割を担っているためです。 

■ 答申は、地域協議会としての意見が一つに集約されている必要があります。 

市長は、地域協議会の答申を政策判断の参考とします。その内容が、様々な

意見により構成され複雑多岐に渡るものであると、その意見を政策に反映する

ことが困難になり、諮問や答申の意義が損なわれる結果となってしまいます。
このため、地域協議会としての意見を一つに集約して答申することが必要です。 

◎上越市地域自治区の設置に関する条例 

 第 7条 地域協議会は、次に掲げる事項のうち、市長その他の市の機関により諮問され

たもの又は必要と認めるものについて、審議し、市長その他の市の機関に意見を述べ

ることができる。 

  ⑴ 地域自治区の事務所が所掌する事務に関する事項 

  ⑵ 前号に掲げるもののほか、市が処理する地域自治区の区域に係る事務に関する事項 

  ⑶ 市の事務処理に当たっての地域自治区の区域内に住所を有する者との連携の強化

に関する事項 

 ２ 市長は、上越地域合併協議会が作成した新市建設計画を変更しようとする場合及び

市の施策に関する重要事項のうち次に掲げる事項を決定し、又は変更しようとする場

合においては、あらかじめ、地域協議会の意見を聴かなければならない。 

  ⑴ 地域自治区の区域内の重要な公の施設の設置及び廃止に関する事項 

  ⑵ 地域自治区の区域内の重要な公の施設の管理の在り方に関する事項 

  ⑶ 市が策定する基本構想等のうち、地域自治区の区域に係る重要事項 
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４ 地域協議会の活動（研修、先進地視察等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域協議会の活動の様子 

○先進地視察 

県内外先進地域の視察や自主的審議事

項に関係する区内の視察等、各地域協議

会の状況に応じて実施しています。 

 
 
 
 
 
 
 

○アドバイザーを招いた研修会 

地域が元気になるための仕組みづくり

や、地域の課題の掘り起こし方法などの

ノウハウについて、有識者を招きアドバ

イスを受けることができます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

○地域の団体等との意見交換 

町内会、住民組織、まちづくり団体など、

地域で活動する団体と地域協議会が、地域

の課題やその解決策などについて意見交換

を行う取組が各区で行われています。住民

の皆さん同士が地域の課題を共有すること

を通じて、よりよいまちづくりにつながる

ことが期待されます。 

 

 

 

 

中学生との意見交換  

地域の皆さんとの意見交換 

より充実した話し合いを行うため、通常の会議のほか、それぞれの地域協議会で

創意工夫しながら様々な取組を行っています。 

近隣の地域協議会委員が 
集まる合同研修会 

各区での運営上の工夫や課題に
ついて意見交換をする会長会議 

取組の事例 

○話し合う内容について理解を深めていくための勉強会 

○地域の皆さんの声をお聴きするための聴き取り調査や地域に出向いての会議開催 

○全 28区の地域協議会会長が一堂に会して情報・意見交換を行う会長会議 

○共通の課題を持っている区の委員同士での交流会 
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＜各地域自治区の事務所一覧＞ 

お住まいの区域 事務所名称 所在・電話番号 

高田区 

金谷区 

三郷区 

和田区 

南部まちづくりセンター 

（雁木通りプラザ内） 

本町 3-2-26 

☎ 025-522-8831 

新道区 

春日区 

諏訪区 

津有区 

高士区 

中部まちづくりセンター 

（市役所木田第一庁舎内） 

木田 1-1-3 

☎ 025-526-1690 

直江津区 

有田区 

八千浦区 

保倉区 

北諏訪区 

谷浜・桑取区 

北部まちづくりセンター 

（レインボーセンター内） 

上越市中央 1-16-1 

☎ 025-531-1337 

安塚区 安塚区総合事務所 
上越市安塚区安塚 722-3 

☎ 025-592-2003 

浦川原区 浦川原区総合事務所 
上越市浦川原区釜淵 5 

☎ 025-599-2301 

大島区 大島区総合事務所 
上越市大島区岡 3320-3 

☎ 025-594-3101 

牧区 牧区総合事務所 
上越市牧区柳島 522 

☎ 025-533-5141 

柿崎区 柿崎区総合事務所 
上越市柿崎区柿崎 6405 

☎ 025-536-2211 

大潟区 大潟区総合事務所 
上越市大潟区土底浜 1081-1 

☎ 025-534-2111 

頸城区 頸城区総合事務所 
上越市頸城区百間町 636 

☎ 025-530-2311 

吉川区 吉川区総合事務所 
上越市吉川区下町 1126 

☎ 025-548-2311 

中郷区 中郷区総合事務所 
上越市中郷区藤沢 986-1 

☎ 0255-74-2411 

板倉区 板倉区総合事務所 
上越市板倉区針 722-1 

☎ 0255-78-2141 

清里区 清里区総合事務所 
上越市清里区荒牧 18 

☎ 025-528-3111 

三和区 三和区総合事務所 
上越市三和区井ノ口 444 

☎ 025-532-2323 

名立区 名立区総合事務所 
上越市名立区名立大町 365-1 

☎ 025-537-2121 
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